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全国初の「今治市地域旅客運送サービス継続実施計画」の認定について
～路線バス廃止後に地域が一体となつて旅客運送サービスの継続を図ります!!～

国土交通省では、今治市地域旅客運送サービス継続実施計画について、地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律 (平成 19年法律第 59号 )(以下、「地域公共交通活性化再生

法」という。)に基づき、令和4年 2月 25日 付けで認定を行いましたと地域公共交通活性化再
生法が令和2年に改正されて以降、全国で初めての認定案件となります。

● 地域公共交通活性化再生法に基づき、今治市から令和4年 1月 12日 付けで認定申請の

あつた「今治市地域旅客運送サービス継続実施計画」について、本日、国土交通大臣によ

る認定を行いました。

。 地域旅客運送サィビス継続事業とは、乗合バス等の利用状況や経営状況などを地方公

共団体が把握し、今後の事業の維持が困難と見込まれる場合に、地方公共団体と関係者

が協議して交通サービスの提供を維持していく取組です。

。 新型コロナウイルス感染症の拡大により地域公共交通分野は大きな影響を受けています
が、本事業は、地域において効率的かつ効果的に公共交通サービスの維持日確保を図つ

ていく方策であると考えています。

0 四国運輸局では、今後とも地域公共交通活性化再生法に基づく地域旅客運送サービスの

確保に向けた取組を予算ロノウハウ面で支援してまいります。

【計画に基づいて実施される事業(地域旅客運送サービス継続事業)の 内容】

> 今治市朝倉地域において現行路線バスの一部区間が廃止されるため、今治市が公

募によリサービス提供者を選定し、デマンドタクシーにより継続
> 今治市吉海地域において現行路線バスが廃止されるため、今治市が公募によリサー

ビス提供者を選定し、デマンドタクシーにより継続
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今治市地域旅客運送サービス継続実施計画

愛媛県今治市朝倉地域において運行している路線バス「朝倉線」（瀬戸内運輸㈱）の「朝倉支所前～浅地口」及び愛媛県今治市吉海地域において運
行している路線バス「下田水港～田浦線」（瀬戸内海交通㈱）は、住民の高齢化により、利用が著しく少なくなり回復の見込みがないため、令和4年３月
末をもって廃止予定。
路線バスとして維持することが困難な地域において、住民の通院、買物などの日常生活に必要な移動手段を継続して確保するため、令和２年１０月より今
治市朝倉地域及び吉海地域において「公共交通ワークショップ」を開催し協議。
令和３年８月にサービス継続事業実施方針を策定、9月に事業者を公募し、1１月にタクシー事業者（常盤タクシー㈱及び㈲おおしまタクシー）を選定。
地域のニーズに合った経路・ダイヤによるタクシー車両を用いたデマンド運行を行い、利便性を確保し、事業の効率化による収支改善を目的としてサービス継
続実施計画を作成。

策定の背景

今治市

①朝倉地域

②吉海地域

大島

事業の効果

計画の概要
小型タクシー車両（セダン型）による区域運行、デマンド乗合
運行によって地域旅客運送サービスを継続
中心部の病院、買物場所等を目的地に設定し、生活に必要
な移動手段を確保
幹線路線と交通結節点で接続し、交通ネットワークを維持
運賃は、大人400円、小学生・65歳以上等半額
実施予定期間 令和4年4月1日～令和7年3月31日

交通空白区間（朝倉地域・吉海
地域）の解消
不採算区間の縮小による現行交
通事業者の収支改善
車両小型化・デマンド運行による今
治市の負担額の縮小 等

持続可能な地域旅客運送サービスを継続 白地
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による継続

デマンド交通

による継続

①朝倉地域（朝倉上・下・南・北地区）

現行事業者
継続事業者
継続対象

瀬戸内運輸株式会社
常盤タクシー株式会社
「朝倉支所前～浅地口（3.1km）」

①吉海地域（田浦・泊地区 等）

現行事業者
継続事業者
継続対象

瀬戸内海交通株式会社
有限会社おおしまタクシー
「下田水港～田浦11.9km）」

デマンド交通

による継続

デマンド交通

による継続

今治営業所

浅地口
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地域公共交通計画
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地域公共交通利便増進実施計画
(R2改正前 :地域公共交通再編実施計画)

地域旅害運送サービス継縮実施計画
(R2改正により新設)

(計画策定主体 :地方公共団体 ) (計画策定主体 :地方公共団体 )

一
中

国土交通大臣が認定 (法律・予算上の特例あり)

地域公共交通特定事業

地域公共交通利便増進事業
(R2改正前 :地域公共交通再編事業)

地域旅害運送サービス継縮事業
(R2改正により新設)

(実施主体 :交通事業者 ) (実施主体 :交通事業者 )

地域公共交通活性化再生法の仕組み

(参考)地域旅客運送サTビス継続実施計画について i四 国運輸局

■地域公共交通活性化再生法について (経緯)

H19地域公共交通活性化再生法制定
(地域公共交通総合連携計画制度創設)

H26 -部己欠正

(地域公共交通網形成計画制度創設)

H27 -吉F改正

(」 RTTによる出資等業務の追加 )

R2 -部 改正

(地域公共交通計画制度や地域旅客運送サニビ
ス継続実施計画制度の創設)

■ これまでの今治市の主な取組経緯

R2.10～ R3.6 ノム＼共交通ワークショッ:ガC協言義
R3.8    実施方針策定
R3.8    地域公共交通計画の変更
R3.9～11  サービス提供事業者の公募
R3日 2    サービス継続実施計画の認定

■ 地域公共交通計画とは

>地域の移動手段を持続的に確保するために、住民などの移動ニーズ(こきめ細かく対応できる立場にある地方公共団体が中心となつて、交通事業者

や住民などの地域の関係者と協議しながら作成するマスタープラン (※)(ビジョン+事業体系を記載)

※「地域にとって望まし硼咆域旅客運送サービスの姿」を明らかにする

■ 地域旅客運送サービス継続実施計画とは ,
>

>地方公共団体がリービス継続事業を実施しようとする交通事業者等の同意を得て実施計画を策定し、国土交通大臣の認定を受けることとなつており、

上


